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【御利用にあたって】 
 
１ 調査要領 
 
 本調査は、県内にある事業所の経営責任者を対象として、景気及び経営に対する判断及び見通し等を

調査したものである。 
 
 （１）調査対象：原則として県内にある従業者規模３０人以上の事業所の中から

３００事業所を選定した。 
 
 （２）調査時点：平成２１年１１月１日現在 
 
 （３）調査方法：①調査対象者の自計申告により行った。 

②従業者規模２００人以上の事業所については、原則として全数調査、２００人未

満の事業所については、産業別に抽出した事業所について調査した。 
 
 （４）有効回答率：調査対象事業所 ３００事業所、有効回答 ２５９事業所 

（製造業１０２、非製造業１５７）     
           有効回答率 ８６％ 
 
２ 利用上の注意 
 
 （１）四半期を単位として、それぞれの前四半期に対する判断及び見通しを調査したものである。 
 
 （２）判断指標（ＢＳＩ）とは、「上昇（増加）の割合―下降（減少）の割合」である。 
 
 （３）集計上の産業分類は、県民経済計算に用いる経済活動別分類（93ＳＮＡ分類）に基づいて行っ

た。おおむね日本標準産業分類に準拠するが、一部例外として扱うものもある。 
 
 （４）各産業の上昇等の割合は、各産業について各項目の有効回答数に対する各項目内での選択肢の

割合で求めたが、全産業、製造業、非製造業の割合の算出方法については、県経済に対する影

響度を考慮して、平成１８年度の総生産額（平成１８年度鳥取県県民経済計算）により加重平

均したものである。（「３ 割合の算出方法」を参照） 
 
 （５）統計表の数値は、単位未満を四捨五入しているので、内訳（構成比）が１００％にならない場

合がある。 
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３ 割合の算出方法 
 
 （１）「食料品」「衣服・その他」「パルプ・紙」「金属製品」「一般機械」「電気機械」「その他製造業」

「建設業」「運輸・通信業」「卸売・小売業」「サービス業」「その他産業」については、各産業

の有効回答数を分母とし該当項目を割ることにより算出した。 
 
  （例） 
    （当該産業の当該項目の選択肢回答数／ 
                  当該産業の当該項目の有効回答数×１００） 
   
 （２）「全産業」、「製造業」及び「非製造業」については、平成１８年度経済活動別県内総生産額を

ウエイトとして、加重平均して求めた。 
 
  （例）製造業 
    Σ(食料品の割合×食料品の総生産額＋･･･)／ 
                    ∑(食料品の総生産額＋･･･) 
 

        増  加 変わらない 減   少 Ｂ Ｓ Ｉ 
全 産 業 製造業、非製造業を加重平均。 
製 造 業 製造業内の各産業を総生産額を用いて加重平均。 
食 料 品 
衣服・その他 
   ～ 

回答のあった各選択肢の総数に占める個々の選択肢の割合 
（構成比）。 

非製造業 （製造業と同じ。） 
 
４ グラフの表記について 
 
 本書に記載のグラフの横軸の表記について、以下のとおり例示する。 
 
 ・「７－９」    ７～９月期 
・「１８／１－３」 平成１８年１～３月期 

 ・「１９（４）」   平成１９年第４四半期（１０～１２月期） 
 ・「２０／１」   平成２０年１月 
 ・「７」      ７月 
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１　業界の景気判断（全産業） 表１・統計表第１表参照

表１　業界の景気判断 （全産業）
上昇 変わらない 下降 ＢＳＩ

18年7～9月期 25 49 21 4
10～12月期 23 56 18 5

19年1～3月期 12 42 45 -33
4～6月期 20 45 33 -13
7～9月期 16 52 29 -13

10～12月期 20 47 29 -9
20年1～3月期 3 31 62 -59

4～6月期 16 38 43 -27
7～9月期 8 43 45 -37

10～12月期 15 27 57 -42
21年1～3月期 5 27 67 -62

4～6月期 13 40 44 -31
7～9月期 19 41 37 -18

10～12月期 23(20) 53(39) 22(21) 1(-1)

見通し
22年1～3月期 5(9) 41(28) 42(31) -37(-22)

4～6月期 12 35 23 -11
※　カッコ内は前回調査での見通し

（製造業：食料品、衣服・その他、パルプ・紙、金属製品、一般機械、電気機械、その他製造業）
（非製造業：建設業、運輸・通信業、卸売・小売業、サービス業、その他産業）

※　ＢＳＩ＝（上昇の割合）－（下降の割合）

　期間　

景気判断BSI
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18/7-9 19/1-3 7-9 20/1-3 7-9 21/1-3 7-9 22/1-3

（BSI)

全産業 製造業 非製造業

見通し

業界の景気に関する判断指数（BSI：「上昇」－「下降」）は、平成２１年１０～１２月期「１」

と平成１８年１０～１２月期以来のプラスとなり、その後平成２２年１～３月期「－３７」、４～

６月期「－１１」とマイナスに転じる見通しとなっている。 
製造業…平成２２年１～３月期は、一般機械でプラス、それ以外の６業種でマイナス、４～６

月期は、衣服・その他でマイナス、金属製品で「０」、それ以外の５業種でマイナスと

なっている。 
非製造業…平成２２年１～３月期は、５業種すべてでマイナス、４～６月期は、卸売・小売で

プラス、それ以外の４業種でマイナスとなっている。 
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※　ＢＳＩ＝（上昇の割合）－（下降の割合）、模様部分は見通し
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２　自己企業の売上高判断（全産業） 表２・統計表第２表、第３表参照

表２　自己企業の売上高判断 （全産業）
増加 変わらない 減少 ＢＳＩ

18年7～9月期 30 43 28 2
10～12月期 34 43 23 11

19年1～3月期 19 31 51 -32
4～6月期 25 32 43 -18
7～9月期 28 41 31 -3

10～12月期 36 36 28 8
20年1～3月期 13 27 60 -47

4～6月期 28 35 37 -9
7～9月期 24 32 44 -20

10～12月期 31 24 45 -14
21年1～3月期 15 22 64 -49

4～6月期 24 27 49 -25
7～9月期 31 35 34 -3

10～12月期 38(30) 37(43) 25(29) 13(1)

見通し
22年1～3月期 16(13) 35(41) 52(46) -36(-33)

4～6月期 19 42 39 -20
※　カッコ内は前回調査での見通し

（製造業：食料品、衣服・その他、パルプ・紙、金属製品、一般機械、電気機械、その他製造業）
（非製造業：建設業、運輸・通信業、卸売・小売業、サービス業、その他産業）

※　ＢＳＩ＝（増加の割合）－（減少の割合）

　期間　

売上高判断BSI
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見通し

自己企業の売上高に関する判断指数（BSI：「増加」－「減少」）は、平成２１年１０～１２

月期「１３」の後、平成２２年１～３月期「－３６」とマイナスに転じ、４～６月期「－２０」

となる見通しになっている。 
製造業…平成２２年１～３月期は一般機械でプラス、それ以外の６業種でマイナス、４～６

月期は、パルプ・紙、一般機械、電気機械でプラス、それ以外の４業種でマイナス

となっている。 
非製造業…平成２２年１～３月期は、５業種すべてでマイナス、４～６月期も、５業種すべ

てでマイナスとなっている。 

5



※　ＢＳＩ＝（増加の割合）－（減少の割合）、模様部分は見通し
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３　自己企業の経常利益判断（全産業）
表３・統計表第４表、第５－１表、第５－２表参照

表３　自己企業の経常利益判断 （全産業）
増加 変わらない 減少 ＢＳＩ

18年7～9月期 28 39 33 -5
10～12月期 28 39 32 -4

19年1～3月期 21 28 51 -30
4～6月期 22 35 43 -21
7～9月期 26 34 40 -14

10～12月期 27 41 33 -6
20年1～3月期 15 21 64 -49

4～6月期 24 35 41 -17
7～9月期 17 29 54 -37

10～12月期 26 26 48 -22
21年1～3月期 11 24 65 -54

4～6月期 21 38 42 -21
7～9月期 26 38 35 -9

10～12月期 31(22) 44(52) 25(26) 6(-4)

見通し
22年1～3月期 13(13) 38(46) 48(40) -35(-27)

4～6月期 19 44 37 -18
※　カッコ内は前回調査での見通し

（製造業：食料品、衣服・その他、パルプ・紙、金属製品、一般機械、電気機械、その他製造業）
（非製造業：建設業、運輸・通信業、卸売・小売業、サービス業、その他産業）

※　ＢＳＩ＝（増加の割合）－（減少の割合）　

　期間　

経常利益判断BSI
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見通し

自己企業の経常利益判断（BSI：「増加」－「減少」)は、平成２１年１０～１２月期「６」の

後、平成２２年１～３月期「－３５」、４～６月期「－１８」となる見通しとなっている。 
 製造業…平成２２年１～３月期は、７業種すべてでマイナス、４～６月期は、一般機械、電気

機械でプラス、パルプ・紙で「０」、それ以外の４業種でマイナスとなっている。 
 非製造業…平成２２年１～３月期は、５業種すべてでマイナス、４～６月期も５業種すべてで

マイナスとなっている。 
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※　ＢＳＩ＝（増加の割合）－（減少の割合）、模様部分は見通し
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４　生産数量の判断（製造業） 表４・統計表第６表参照

表４　生産数量の判断 (製造業)
増加 変わらない 減少 ＢＳＩ

20年1～3月期 15 37 48 -33
4～6月期 34 43 23 11
7～9月期 34 28 38 -4

10～12月期 48 23 28 20
21年1～3月期 2 18 80 -78

4～6月期 37 30 32 5
7～9月期 30 42 27 3

10～12月期 52(36) 27(47) 21(17) 31(19)
見通し

22年1～3月期 4 40 56 -52
※　カッコ内は前回調査での見通し

※　ＢＳＩ＝（増加の割合）－（減少の割合）、模様部分は見通し

　期間　
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 自己企業の生産数量の判断指数（BSI：「増加」－「減少」）は、平成２１年１０～１２月期

は「３１」となり、食料品、金属製品、電気機械、その他でプラス、それ以外の３業種でマイ

ナスとなった。平成２２年１～３月期は「－５２」となり、一般機械でプラス、それ以外の６

業種でマイナスとなっている。 
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５　在庫水準の判断（製造業、卸売業・小売業）
統計表第７表参照

６　生産設備の規模判断（製造業） 統計表第８表参照
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在庫水準は、平成２１年１０～１２月期は「適正」とした事業所が製造業で７２％、卸売・

小売業では９０％となっている。「過大」とした事業所は、製造業で１９％、卸売・小売業で

は１０％、「不足」とした事業所は、製造業で８％、卸売・小売業では０％であった。 
 平成２２年１～３月期は「適正」とした事業所が製造業で８１％、卸売・小売業で９０％と

なっている。「過大」とした事業所は、製造業で１５％、卸売・小売業では１０％、「不足」と

した事業所は、製造業で４％、卸売・小売業では０％であった。 

 平成２１年１０月末時点での生産設備の状況は、「適正」が６３％、「過大」が２６％、「不

足」が１１％となっている。業種別に見ると、「過大」とした事業所では、衣服・その他が５

７％、「不足」とした事業所では、食料品が２４％と多かった。 

見
通
し
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７　設備投資の動向（全産業）
表５・統計表第９－１表、第９－２表、第９－３表参照

表５　設備投資の動向 する（した）割合（％）
全産業 製造業 非製造業

18年4～6月期 14 24 11
7～9月期 16 28 12

10～12月期 21 32 18
19年1～3月期 20 35 16

4～6月期 16 21 14
7～9月期 22 31 19

10～12月期 17 22 15
20年1～3月期 18 24 17

4～6月期 18 28 16
7～9月期 19 21 18

10～12月期 21 26 19
21年1～3月期 17 23 16

4～6月期 17 15 18
7～9月期 18(20) 24(22) 16(19)

10～12月期 18(18) 18(17) 18(18)
見通し

22年1～3月期 16 16 16
※　カッコ内は前回調査での見通し

※　設備投資をした（する）割合

　期間　

設備投資の動向
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(%)

全産業 製造業 非製造業

見通し

設備投資の動向を見ると、「実施した（する）」とする事業所は、平成２１年７～９月期は

１８％、１０～１２月期は１８％、平成２２年１～３月期は１６％となっている。 
 「実施した（する）」事業所の内訳を投資目的別に見ると、平成２１年１０～１２月期は、

製造業では「合理化・省力化」が６７％で最も多く、続いて「生産販売力の強化」が６０％

となっている。非製造業では「設備の補修・更新」が５８％で最も多く、続いて「生産販売

力の強化」が４６％となっている。 
 平成２２年１～３月期は、製造業では「設備の補修・更新」が５５％で最も多く、続いて

「合理化・省力化」が３５％、非製造業では「設備の補修・更新」が７３％で最も多く、続

いて「生産販売力の強化」、が２８％となっている。 
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８　資金繰りの判断（全産業） 統計表第10表参照

資金繰りの判断（全産業）
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見
通
し

 平成２１年１０～１２月期の資金繰りは「適正」の割合が最も高く６６％、「余裕がない」

が３１％、「余裕がある」が３％となっている。平成２２年１～３月期の資金繰りは「適正」

の割合が最も高く６５％、「余裕がない」が３３％、「余裕がある」が２％となっている。 
 また「余裕がない」を業種別に見ると、平成２１年１０～１２月期は、一般機械が８０％、

平成２２年１～３月期は、一般機械が８０％と高くなっている。 
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９　企業経営上の問題点（全産業） 統計表第１１表参照

※　上位５項目

企業経営上の問題点（全産業）
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企業経営上の問題点（製造業）
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企業経営上の問題点（非製造業）

0

20

40

60

80

100

18/8 19/2 8 20/2 8 21/2 8

(%)

競争激化

売上･受注不振

原材料等価格高

製品販売価格安

人件費増大

平成２１年１１月１日現在における問題点としては、「売上・受注不振」、「競争激化」、「製

品販売価格安」をあげる事業所がそれぞれ６６%、６１％、３６％と割合が高い。 
 製造業…「売上・受注不振」が６９％で最も割合が高く、続いて「製品販売価格安」が

５１％、「競争激化」が３９％となっている。 
 非製造業…「競争激化」が６７％で最も割合が高く、続いて「売上・受注不振」が６６％、

「製品販売価格安」が３１％となっている。 
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１０　自由記入欄の傾向

内需不振、個人消費・民間消費の不振の影響はなお広汎で、経営環境は引き続き厳しい状況にあ

ることが窺える。 
 

【製造業】 
・売上、受注状況は依然厳しく、先行きは不透明とする意見が多い。とくに受注単価の低下に関す

るコメントが増加 
・海外との関係についてのコメントが増加。円高の影響、海外企業との競争、海外受注など。 
 
【非製造業】 
・個人消費の低迷が続き、とくにその動向が直結する業種（旅客運送、小売業、宿泊業）の経営状

況は依然厳しい。 
・建設業（関連業種を含む）のコメントはほぼすべて、民主党政権において打ち出されている公共

事業削減の方針の影響を懸念するものとなっている。 
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